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１. 14年 3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績 金額は百万円未満切捨

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 3月期 497,876 8.4 80,370 6.8 47,142 22.4

13年 3月期 459,245 8.9 75,218 6.6 38,509 42.3

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年 3月期 22,996 - 56.50 - 11.3 2.4 9.5

13年 3月期 △ 18,008 - △ 44.27 - △ 8.8 2.0 8.4

(注)①持分法投資損益 14年 3月期           -        百万円          13年 3月期           -        百万円

     ②期中平均株式数（連結） 14年 3月期             407,049,403株         13年 3月期             406,805,147株

     ③会計処理の方法の変更 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 3月期 1,972,735 213,767 10.8 525.17

13年 3月期 1,903,529 193,442 10.2 475.51

 （注）　期末発行済株式数（連結） 14年 3月期             407,043,009株         13年 3月期             406,807,713株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年 3月期 44,127 12,207 △ 62,542 87,567

13年 3月期 3,255 111,591 △ 62,853 92,379

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  29　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）3　社  （除外）1　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 215,000 15,000 7,000

通　　期 550,000 56,000 30,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               73 円 70 銭

（注）上記の予想は、当社が本資料の発表日現在において合理的であると判断する一定の前提にもとづいており、実際の業績は
　　　予想と異なることがありえます。
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企 業 集 団 の 状 況             

　当社の企業集団は、当社および連結子会社２９社ほかにより構成され、その主要な事業および当

該各事業における当社および主要企業の位置づけは次のとおりです。

(1) 不動産賃貸事業

　当社（ビル事業本部およびビル管理本部）および新都心リアルエステート㈱ほかは、オフィス

ビル等を所有し、賃貸事業を行っております。なお、新都心リアルエステート㈱ほかが所有する

国内賃貸事業用資産は、当社が一括賃借し、テナントに転貸しております。

　また、オフィスビル等の管理については、新宿住友ビルは新宿住友ビル管理㈱に、その他の建

物は住友不動産建物サービス㈱ほかに委託しております。

(2) 不動産販売事業

　当社（マンション事業本部）およびパルハウジング㈱ほかは、マンション、戸建住宅、宅地等

の開発分譲事業を行っており、その販売業務については当社および住友不動産販売㈱が行ってお

ります。

　なお、マンション分譲後の管理業務については、住友不動産建物サービス㈱が担当しておりま

す。

(3) 完成工事事業

　当社（ハウジング第１事業本部）および住友不動産ホーム㈱ほかが戸建住宅の建築工事請負事

業を、当社（ハウジング第２事業本部）および住友不動産シスコン㈱ほかがリフォーム工事等の

請負事業を行っているほか、㈱ユニバーサルホームは木造軸組住宅建設請負業のフランチャイズ

事業を行っております。

(4) 不動産流通事業

　住友不動産販売㈱ほかは、不動産販売仲介および住宅の販売代理をしております。

(5) その他の事業

住友不動産フィットネス㈱がフィットネスクラブ事業を、住友不動産ファイナンス㈱がファイ

ナンス事業を行っているほか、泉レストラン㈱が飲食業を行っております。

なお、国内連結子会社のうち、住友不動産販売㈱が東京証券取引所市場第一部に株式上場して

いるほか、㈱ユニバーサルホームが日本証券業協会に株式を店頭登録しております。
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以上に述べた事項の系統図は次のとおりであります。

【不動産賃貸事業】【不動産賃貸事業】【不動産賃貸事業】【不動産賃貸事業】

　　ビル事業本部

　　ビル管理本部

【不動産販売事業】【不動産販売事業】【不動産販売事業】【不動産販売事業】

　　　　　　　　マンション事業本部

【完成工事事業】【完成工事事業】【完成工事事業】【完成工事事業】

 ハウジング第１事業本部

 （アメリカンコンフォート）

 ハウジング第 2事業本部

 （新築そっくりさん）

【不動産賃貸事業】【不動産賃貸事業】【不動産賃貸事業】【不動産賃貸事業】

 新都心リアルエステート㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　他

 新宿住友ビル管理㈱

 住友不動産建物サービス㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　他

【完成工事事業】【完成工事事業】【完成工事事業】【完成工事事業】

住友不動産ホーム㈱

住友不動産シスコン㈱

住友不動産建物サービス㈱

㈱ユニバーサルホーム

　　　　　　　　　　　　　　　 他

【不動産販売事業】【不動産販売事業】【不動産販売事業】【不動産販売事業】

パルハウジング㈱

　　　　　　　　　　　　　     他

【不動産流通事業】【不動産流通事業】【不動産流通事業】【不動産流通事業】

 住友不動産販売㈱

米国住友不動産販売インク

　　　　　　　　　　　　　　　　他

【その他事業】【その他事業】【その他事業】【その他事業】

住友不動産フィットネス㈱

住友不動産ファイナンス㈱

泉レストラン㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　他

【【【【住友不動産㈱】住友不動産㈱】住友不動産㈱】住友不動産㈱】

 ビル管理委託

共同保有
一括賃貸

販売委託

マンション
管理委託
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経  営  方  針

（１）中期経営計画と対処すべき課題（１）中期経営計画と対処すべき課題（１）中期経営計画と対処すべき課題（１）中期経営計画と対処すべき課題

当社は、バブル崩壊による経営悪化克服のために策定した「経営再建５カ年計画」を、平成１

３年３月期に１年前倒しで達成いたしました。

引き続き平成１４年３月期から「新成長３カ年計画」をスタートさせ、画期的な増収増益を目

指しております。

（ⅰ）（ⅰ）（ⅰ）（ⅰ）最終年度（平成１６年３月期）の連結業績目標最終年度（平成１６年３月期）の連結業績目標最終年度（平成１６年３月期）の連結業績目標最終年度（平成１６年３月期）の連結業績目標

・連結営業収益　６，０００億円程度　（平成１３年３月期比約３割増）

・連結営業利益　１，０５０億円程度　（平成１３年３月期比約４割増）

・連結経常利益　　　７００億円程度　（平成１３年３月期比約８割増）

経営再建５カ年計画においては、東京のオフィスビルを中心とする不動産賃貸事業、マンション

分譲を主力とする不動産販売事業、住宅売買仲介の不動産流通事業の３本柱が、業績回復を牽引い

たしました。

新成長３カ年計画においては、既存の３本柱をさらに太く大きな柱とするばかりでなく、完成工

事事業（ハウジング事業）を新たな経営の柱に育て、４本柱で業容発展を推し進めます。

収益構造と事業リスクの異なる主力４事業の基盤をそれぞれ強化することによって、平成１０年

３月期から５期続いている増収、営業、経常増益を、さらに継続してまいります。

（ⅱ）事業分野別営業収益の見通し　（（ⅱ）事業分野別営業収益の見通し　（（ⅱ）事業分野別営業収益の見通し　（（ⅱ）事業分野別営業収益の見通し　（平成１６年３月期平成１６年３月期平成１６年３月期平成１６年３月期））））

当社最大の経営課題である新成長３カ年計画初年度が終了した現時点で、各事業分野の進捗状況

を総括いたしますと、新築一戸建の請負事業は不調ながら、分譲マンション事業が好調に伸びてい

るなど、事業分野ごとのバラツキは見られるものの全体としては順調に進展しております。

事業分野別には、以下の通りです。

不動産賃貸事業は、平成１６年３月期の売上高を２，０００億円以上に引き上げ、賃貸大手３

社の一角を占める地位を名実ともに確立することを目標にしましたが、これまでのところ順調に進

捗しており、さらに１００億円上積みとなる可能性が出てきました。

不動産販売事業は、年間４，０００戸以上のマンションを安定的に供給できる体制を作り上げ、

売上高１，６００億円、業界シェア５位以内を課題としましたが、順調な市況にも支えられ、平成

１６年３月期は売上高２，０００億円の大台が視野に入りました。

第４の柱に加わる完成工事事業（ハウジング事業）は、住友不動産ホーム㈱のツーバイフォー

注文住宅事業、「世界をデザインする家」に商品ラインを再構築した規格住宅事業、建て替えの新

システム「新築そっくりさん」事業の主力３部門合計１万棟、売上高１，８００億円を目標としま

したが、全国的な市況の悪化により、８千棟、売上高１，４００億円程度にとどまりそうです。

不動産流通事業は、住友不動産販売㈱が既に業界第１位の業績を上げており、着実にこのシェ

アアップを図ることとしましたが、売上高目標４００億円は計画通り達成できそうです。



住友不動産株式会社住友不動産株式会社住友不動産株式会社住友不動産株式会社    　　　　 (2002/3 (2002/3 (2002/3 (2002/3期期期期))))

－5－

（（（（ⅲⅲⅲⅲ）資産内容に対する課題解決の状況）資産内容に対する課題解決の状況）資産内容に対する課題解決の状況）資産内容に対する課題解決の状況

当社は経営再建５カ年計画において、販売用不動産、ファイナンス子会社不良貸付金、サブリ

ース事業や海外事業の含み損処理を、２，０００億円を超える特別損失を計上してほぼ終了させ

る一方、連結対象範囲に関する実質支配力基準の導入、金融商品の時価会計、退職給付債務の時

価評価といった一連の会計基準の変更にも、積極的に対処いたしました。そして新しい最後の課

題として、固定資産に対する減損会計の導入が、平成１８年３月期強制適用開始、新成長３カ年

計画が終了する平成１６年３月期より早期適用を認めるという方向で具体化されつつあります。

賃貸用の固定資産について当社は、平成７年３月期に５,０００億円以上に達していた未稼働

土地の商品化を推進した結果、賃貸セグメント資産総利回り(※)を７年間で約２ポイント改善さ

せて当該事業年度末に４．５％まで引き上げ、さらに、平成１６年３月期は６％弱に達する見込

みが立ちました。また、稼働賃貸資産の平均利回りは６％を超え、今後７％に改善する予定です。

減損会計の詳細な基準が明らかでないため、現時点でその影響を正確に計算することはできま

せんが、上述の賃貸資産収益力と、１，７００億円を超える新成長３カ年計画累計経常利益見込

額からみて、相当厳しい基準となっても経営基盤は揺るがないと判断しております。具体的な会

計基準、評価基準が固まり次第、これまで同様積極的に前倒し適用を図る方針です。

※（賃貸営業利益＋減価償却費）÷（賃貸セグメント総資産－預り保証金・敷金）

（（（（ⅳⅳⅳⅳ）財務目標）財務目標）財務目標）財務目標

当社にとって大きな課題である安定した財務基盤の構築のため、計画最終年度までに、グループ

総有利子負債（借入金、社債、コマーシャルペーパー、保証債務、保証予約の合計）を営業利益の

１０倍程度に減らすことを目標に掲げました。この目標が達成できれば、金利水準の上昇にも十分

耐えられる強固な利益体質が確立できます。

また、再建５カ年計画中の負の遺産処理により自己資本が減少いたしましたので、この回復、充

実を図り、負債／自己資本比率を改善して債務格付の向上を目指します。

なお、有利子負債固定金利比率は既に７０％以上に達していますが、計画期間中これを維持する

予定でおります。

（２）会社の利益配分に関する基本方針（２）会社の利益配分に関する基本方針（２）会社の利益配分に関する基本方針（２）会社の利益配分に関する基本方針

当社の利益配分の基本方針は、安定した配当の継続を第一とし、あわせて長期的かつ安定的な

事業展開に必要な内部留保の充実に努めていくこととしております。

当期の配当につきましては、連結１株利益が過去最高となりましたが、自己資本の充実を優先

し、前期同様年６円とさせていただく予定であります。

（３）（３）（３）（３）投資単位の引下げに関する考え方投資単位の引下げに関する考え方投資単位の引下げに関する考え方投資単位の引下げに関する考え方

　株式投資単位の引下げは、個人投資家の株式市場への参加を促し、株式の流動性を高める有用な

施策の一つではありますが、当社株式の株価、出来高、株主数、株主構成をみますと、流動性は十

分確保されておりますので、現時点で投資単位を引下げる必要性はないと判断しております。

　今後、株式市場の動向や上記各指標の推移を考慮し、適宜検討してまいります。
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

（１）経営成績（１）経営成績（１）経営成績（１）経営成績

業績全般業績全般業績全般業績全般

当該事業年度の営業成績は、営業収益４，９７８億７６百万円（前期比＋３８６億３１百万円）、

営業利益８０３億７０百万円（前期比＋５１億５１百万円）、経常利益４７１億４２百万円（前期

比＋８６億３３百万円）、当期純利益２２９億９６百万円（前期比＋４１０億４百万円）となりま

した。株式市場の下落によって投資有価証券評価損３７億５０百万円を特別損失に計上いたしまし

たが、前期に計上した住友不動産ファイナンス㈱の一般貸付金繰上処分実施に伴う約６５０億円の

特別損失がなくなり、当期純利益は黒字に転換、営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益の全

ての段階において過去最高となりました。

新成長３カ年計画の２年目にあたる次事業年度は、営業収益５，５００億円、営業利益９００

億円、経常利益５６０億円、当期純利益３００億円を予想しております。新成長３カ年計画達成に

向けて、着実に増収増益を継続してまいります。

不動産賃貸事業部門不動産賃貸事業部門不動産賃貸事業部門不動産賃貸事業部門

当社が運営する賃貸資産の約９割が集中する東京オフィスビル市場は、前期において、情報通信

関連企業や外資系企業の旺盛なオフィス拡張需要が顕在化する一方で新規供給が限定的であった

ため、空室率が急低下して需給逼迫状態となり、都心部全域にわたって賃貸料水準が上げ基調とな

りました。一転して当該事業年度においては、世界的なＩＴ不況を契機として企業業績の下方修正

や大幅なリストラ発表が相次ぎ、９月にニューヨークで発生した同時多発テロ事件と米国が主導し

た軍事行動の影響もあって景況感が一段と悪化、テナントの移転、拡張の動きが一時的に減少して

需要が潜在化した模様です。また、平成１５年（西暦２００３年）に相次いで竣工する大型ビルの

プレリース活動が本格化し、大口テナントの激しい誘致合戦の結果、前期に急上昇した新築ビルの

賃貸料水準が反転下落しました。これに対して既存ビルは、年度末に４％台に上昇したとはいえ市

場空室率が概ね３％台で推移するなど足下の需給はタイトで、賃貸料水準も維持されました。

このような環境下、当該事業年度の不動産賃貸事業部門は、空室率の安定、賃貸料水準の上昇

によって既存ビルが増収に転じたほか、「飯田橋ファーストビル」や「芝公園ファーストビル」な

どの通期稼働、「住友不動産芝公園タワー」などの新規稼働、および、新宿住友ビル４０％持分の

サブリース開始などによって、不動産賃貸事業収益１，７８０億３３百万円（前期比＋１３４億５

８百万円）、営業利益４９２億２４百万円（前期比＋２７億８７百万円）を計上いたしました。

次事業年度は、景気の先行きが不透明で予断を許さない状況ではありますが、昨年暮れからテ

ナントの移転、拡張ニーズに回復感が出てきているほか、個々の新築ビルに対する引き合いも竣工

が近づくにつれて強くなっており、早ければ平成１５年に供給される大型ビルのプレリースが一段

落すると予想される年央あたりから、築浅で設備競争力の高いビルの需給が締まってくる可能性が

あります。中長期的に、地方から東京へのオフィス需要のシフトと一人当たり床面積の拡大によっ

て、東京のオフィスは需要の増加が見込まれる一方、ＩＴ革命の進展から設備の整ったオフィスビ

ルに需要が集まる結果、競争力を失ったビルはリニューアルないし建て替えが必要となるため、供

給増加による需給バランス悪化が長期化する可能性は小さいと考えられます。
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当社は、既存ビルの平均築年数が浅いため競争力が高く、さらに新規稼働、通期稼働効果によ

り増収、増益が確実ですが、下期に、他社に先駆けて「六本木１丁目再開発ビル」、「西新宿６丁目

再開発ビル」という大型ビルの竣工を控えているため、新規稼働ビルのテナント確保が新成長３カ

年計画達成に向けた当面最大の課題であり、一段と営業活動を活発に展開してまいります。

次事業年度は、営業収益１，９３０億円、営業利益５５５億円を見込んでおります。

不動産販売事業部門不動産販売事業部門不動産販売事業部門不動産販売事業部門

本事業部門の９５%以上を占める分譲マンション市場におきましては、住宅ローン控除制度によ
る減税効果や、住宅ローン金利の低位安定という好環境のもと、前期に続き市況は概ね順調に維持

されました。首都圏では、高層タワーマンションや駅近の大規模物件が消費者の支持を集め、マン

ション人気立地の都心化現象が顕著となったほか、立地や商品企画の向上によって高齢者や単身者

がマンション購入に積極的となり、需要層が拡大しました。この結果、都区部で供給されるマンシ

ョンは集客が好調で、販売価格が上昇する事例も散見されるようになった反面、郊外の一般的な物

件の販売価格は引き続き下落したものと見られます。また、各地方都市においても、首都圏と同様

の傾向が見られるようになりました。

このような環境下、当該事業年度の不動産販売事業部門は、大規模物件や各都市中心部に立地

する物件に絞り込んだ用地取得戦略が奏効し、マンション、戸建て、宅地の合計で、４，１４６戸

（前期比＋５２０戸）を販売計上、不動産販売事業収益１，７０４億２８百万円（前期比＋２１２

億３２百万円）、営業利益２４３億８８百万円（前期比＋４６億９４百万円）と大幅な増収増益と

なりました。さらに、不動産経済研究所が毎年発表している全国マンション供給ランキングで、平

成１３年（暦年）は３位（前年は６位）に入るなど市場シェアが高まり、マンション販売契約戸数

も４，３５８戸（前期比＋１４３戸）と史上最高を更新いたしました。

次事業年度は、景気の不透明感が払拭できないという基本的な問題はあるものの、減税、低金

利、価格の安定という順調なマンション販売を支えるマクロ要素に変化はないと思われます。

当社は、建築工事費が一時期に比べ上昇した影響で利益率が若干悪化する見込みですので、販

売数量の増加でこれをカバーし、当該事業年度並みの営業利益を確保することが課題です。次事業

年度マンション計上予定戸数４，４００戸（前期比＋１０％）のうち、期首時点で既に５２％強が

契約済み（前期比＋４ポイント）となるなど販売契約は順調に進捗しておりますので、課題達成に

向け、さらに営業努力を重ねてまいります。

次事業年度は、営業収益１，８９０億円、営業利益２４０億円を見込んでおります。

完成工事事業部門完成工事事業部門完成工事事業部門完成工事事業部門

住宅建設請負事業とリフォーム事業を中心に、当社グループの新規戦略分野として注力している

本事業部門は、失業率の上昇や不況感の浸透に加え、マンションに住宅需要がシフトしつつあるこ

とを受けて全国的に一段と市況が悪化しました。当社も、新築一戸建て受注件数が前期比減少を余

儀なくされ、住宅建て替えの新システム「新築そっくりさん」の受注増でカバーしたものの、当該

事業年度の受注総額は１，１２１億７２百万円（前期比＋２４億６７百万円）にとどまりました。

当該事業年度の営業成績を事業別に概観いたしますと、「新築そっくりさん」は受注件数３，７

７０件（前期比＋８１９件）、完工件数３，５４７件（前期比＋８８３件）と高成長を持続したも

のの、ツーバイフォー工法の規格住宅「アメリカンコンフォート」は受注棟数１，２５４棟（前期

比△２４４棟）、完工棟数１，３５８棟（前期比＋５４棟）、ツーバイフォー工法の中高級注文住宅
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を手がける住友不動産ホーム㈱は受注棟数１，１０８棟（前期比△１９５棟）、完工棟数１，１８

９棟（前期比△１１０棟）と厳しい結果になりました。

このほか、在来工法の規格住宅請負事業をフランチャイズ方式で全国展開する㈱ユニバーサル

ホーム、一般リフォーム、内・外装工事等を含め、完成工事事業収益１，１５３億２９百万円（前

期比＋１７億８０百万円）、営業利益４７億７２百万円（前期比＋７億５５百万円）を計上いたし

ました。

次事業年度も、市況が好転する要素は特に見当たらず、受注環境は引き続き厳しいものと思わ

れます。このため、成長が期待できる「新築そっくりさん」事業を除き、まず利益率を改善したう

えで受注拡大策を講ずる必要があります。

新築一戸建事業は、当該事業年度中に集客不振のモデルハウスの閉鎖や営業拠点の集約、営業

経費の削減など、コストダウン策を実施しましたが、次事業年度でも引き続き営業体制、事業構造

の改革を推進してまいります。また、「アメリカンコンフォート」シリーズに南欧風の新商品を追

加するととともに既存の商品ラインアップを見直し、「世界をデザインする家」として商品訴求力

の強化を図ることといたしました。

事業環境に即応した施策を講じることにより、当社経営の第 4の柱として確立できるよう、さ
らに強化してまいります。

次事業年度は、営業収益１，３００億円、営業利益６０億円を見込んでおります。

不動産流通事業部門不動産流通事業部門不動産流通事業部門不動産流通事業部門

中古住宅市場におきましては、物件価格の値ごろ感に減税、低金利効果が加わったことによって

好調な市況が続いておりましたが、当該事業年度は、取引価格が引き続き下落基調で推移したほか、

失業率の上昇など景況感の悪化を反映してか、市場取引件数が前年対比減少に転じたため、市場全

体の取扱高は前期を下回りました。

このような環境下、当該事業年度の不動産流通事業部門は、直営仲介店舗を８カ店増設して目標

としていた「全国２００店舗体制」を達成（当期末現在合計２０１店舗）し、収益の拡大に努めま

したが、取り扱い件数が増加して市場シェアが拡大したものの、価格下落の影響で１件あたりの手

数料収入が減少、営業収益は３６１億８４百万円（前期比＋１３億２百万円）と微増にとどまり、

営業利益は７９億５３百万円（前期比△７億６７百万円）と５期ぶりの減益になりました。

次事業年度も、中古住宅市場が活性化し、価格下落が終息するという見通しは立てにくい状況に

あります。

当社は、引き続き新規出店を行う一方、既に導入を完了したＣＲＭシステムの本格稼働を通じて

情報の共有化による既存店舗の充実と生産性の向上を図るとともに、増加が見込まれる法人ニーズ

への対応や、賃貸住宅仲介など業務の多角化も推進し、厳しい環境に対処しつつ事業拡大に努力し

てまいりたいと考えております。

次事業年度は、営業収益３８０億円、営業利益８５億円を見込んでおります。
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（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態

キャッシュフローの状況キャッシュフローの状況キャッシュフローの状況キャッシュフローの状況

当該事業年度のキャッシュフローは、営業活動におけるキャッシュフロー４４１億２７百万円

（前期比＋４０８億７１百万円）、投資活動におけるキャッシュフロー１２２億７百万円（前期比

△９９３億８３百万円）、財務活動におけるキャッシュフロー△６２５億４２百万円（前期比+３
億１０百万円）となり、その結果現金及び現金同等物の残高は８７５億６７百万円（前期比△４８

億１１百万円）となりました。

当社は、新成長３カ年計画期間中、営業活動におけるキャッシュフローの範囲内で賃貸設備の増

強投資を行い、資産の売却および事業資金の効率化によって有利子負債を削減することを、基本方

針としております。

当該事業年度においては、営業活動によって４４１億２７百万円のキャッシュフローを獲得し、

５６２億４０百万円の有形固定資産投資を行いました。主な投資内訳は、「住友不動産芝公園タワ

ー」、「住友不動産飯田橋ビル３号館」などの賃貸用建物建設費約３２０億円、「汐留 D北１街区」、
「同２街区」などの賃貸用ビル建設用地取得費約２４０億円でした。

また、資産売却および事業資金効率化として、当社が運営する賃貸ビルに対して共同投資事業出

資を募集する「住友不動産ファンド（サーフ）」の販売で３０９億１５百万円、当社のマンション

分譲事業の共同投資事業出資を募集することによって６１２億３２百万円の資金回収を行い、連結

有利子負債（借入金、社債、コマーシャルペーパーの合計額）を８９８億６０百万円返済いたしま

した。

次事業年度は、「六本木１丁目再開発ビル」完成に伴う保留床取得代金予定額６３０億円を中心

に、８５０億円の設備投資を予定しておりますが、営業キャッシュフロー見込み額７１０億円、お

よび、テナントからの預り敷金見込み額１４０億円によって概ね賄う計画としております。連結有

利子負債額は、「住友不動産ファンド（サーフ）」の販売や資産売却などの回収資金で４００億円程

度削減を進める予定としております。

資産、負債の主要な増減資産、負債の主要な増減資産、負債の主要な増減資産、負債の主要な増減

当該事業年度末における総資産合計額は１兆９，７２７億３５百万円で、前期末比６９２億５百

万円の増加となりました。賃貸設備増強投資によって有形固定資産残高が１兆２，０００億５２百

万円と前期末比５３０億５１百万円増加したのが主たる要因です。

また、負債合計額は１兆７，４６５億７７百万円で、前期末比４７５億５１百万円増加いたしま

した。連結有利子負債が１兆１，８５８億７９百万円と前期末比８９７億８１百万円減少したもの

の、共同投資事業出資預り金等の長期預り金が１，０５１億６３百万円増加したのが主たる要因で

す。連結有利子負債の長期比率は当該事業年度末７４％（前期末７５％）に、固定金利比率は当該

事業年度末７３％（前期末７９％）となっております。

なお、連結有利子負債に保証、保証予約を加えたグループ総有利子負債は、当該事業年度末で１

兆１，９２８億５５百万円となり、前期末比９２８億８２百万円減少いたしました。
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連 結 貸 借 対 照 表
　　（単位　百万円）

構成比 構成比 前期比

% % %

Ⅰ　流   動   資   産Ⅰ　流   動   資   産Ⅰ　流   動   資   産Ⅰ　流   動   資   産

現 金 ・ 預 金  87,472  91,986 △ 4,514

受取手形・営業未収入金  20,347  19,435   911

営 業 貸 付 金  106,695  107,394 △ 698

有 価 証 券 －                 401 △ 401

販 売 用 不 動 産 エ ク イ テ ィ  21,915 －                  21,915

た な 卸 資 産  156,535  149,214   7,320

繰 延 税 金 資 産  20,618  16,368   4,249

そ の 他  29,152  26,595   2,557

貸 倒 引 当 金 △ 37,737 △ 37,067 △ 669

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計  404,998 404,998 404,998 404,998 20.520.520.520.5  374,328 374,328 374,328 374,328 19.719.719.719.7      30,670 30,670 30,670 30,670 8.28.28.28.2

Ⅱ　固   定   資   産Ⅱ　固   定   資   産Ⅱ　固   定   資   産Ⅱ　固   定   資   産

1.有　形　固　定　資　産1.有　形　固　定　資　産1.有　形　固　定　資　産1.有　形　固　定　資　産

建 物 ・ 構 築 物  334,601  306,671   27,930

土 地  925,282  916,447   8,835

建 設 仮 勘 定  47,370  24,274   23,096

そ の 他  16,636  15,142   1,493

減 価 償 却 累 計 額 △ 123,838 △ 115,534 △ 8,304

有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計  1,200,052 1,200,052 1,200,052 1,200,052 60.860.860.860.8  1,147,000 1,147,000 1,147,000 1,147,000 60.260.260.260.2  53,051 53,051 53,051 53,051 4.64.64.64.6

2.無　形　固　定　資　産2.無　形　固　定　資　産2.無　形　固　定　資　産2.無　形　固　定　資　産  68,986 68,986 68,986 68,986 3.53.53.53.5  72,533 72,533 72,533 72,533 3.83.83.83.8 △ 3,5473,5473,5473,547 △ 4.9△ 4.9△ 4.9△ 4.9

3.投 資 そ の 他 の 資 産3.投 資 そ の 他 の 資 産3.投 資 そ の 他 の 資 産3.投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券  48,992  49,791 △ 798

差 入 保 証 金 ・ 敷 金  187,652  196,242 △ 8,589

繰 延 税 金 資 産  5,186  20,153 △ 14,966

そ の 他  83,019  81,595   1,423

貸 倒 引 当 金 △ 26,153 △ 38,115   11,962

投投投投 資資資資 そそそそ のののの 他他他他 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計  298,698 298,698 298,698 298,698 15.215.215.215.2  309,666 309,666 309,666 309,666 16.316.316.316.3 △△△△ 10,96810,96810,96810,968 △ 3.5△ 3.5△ 3.5△ 3.5

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計  1,567,736 1,567,736 1,567,736 1,567,736 79.579.579.579.5  1,529,200 1,529,200 1,529,200 1,529,200 80.380.380.380.3      38,535 38,535 38,535 38,535 2.52.52.52.5

資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計  1,972,735 1,972,735 1,972,735 1,972,735 100.0100.0100.0100.0  1,903,529 1,903,529 1,903,529 1,903,529 100.0100.0100.0100.0      69,205 69,205 69,205 69,205 3.63.63.63.6

増　減

金　　額

（　資  産  の  部　）（　資  産  の  部　）（　資  産  の  部　）（　資  産  の  部　）

当連結会計年度
（14.3.31現在）

金　　額 金　　額

前連結会計年度
（13.3.31現在）

期　別

科　目
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住友不動産株式会社　　（2002/3期）
　

　　（単位　百万円）

構成比 構成比 前期比

% % %

Ⅰ　流　動　負　債Ⅰ　流　動　負　債Ⅰ　流　動　負　債Ⅰ　流　動　負　債

支 払 手 形 ・ 営 業 未 払 金  37,823  30,206  7,616

短 期 借 入 金  441,310  330,811  110,498

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  63,900  113,000 △ 49,100

一 年 内 償 還 予 定 社 債  78,800  117,690 △ 38,890

未 払 法 人 税 等  2,452  2,826 △ 373

繰 延 税 金 負 債  19  31 △ 12

賞 与 引 当 金  2,407  2,487 △ 79

そ の 他  138,693  112,406  26,286

流流流流 動動動動 負負負負 債債債債 合合合合 計計計計  765,406 765,406 765,406 765,406 38.838.838.838.8  709,459 709,459 709,459 709,459 37.237.237.237.2  55,946 55,946 55,946 55,946 7.97.97.97.9

Ⅱ　固　定　負　債Ⅱ　固　定　負　債Ⅱ　固　定　負　債Ⅱ　固　定　負　債

社 債  262,784  308,320 △ 45,536

長 期 借 入 金  339,085  405,839 △ 66,753

繰 延 税 金 負 債  47  82 △ 35

退 職 給 付 引 当 金  3,743  3,387  356

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  282  255  26

預 り 保 証 金 ・ 敷 金  185,678  187,464 △ 1,785

長 期 預 り 金  186,572 －                 186,572

そ の 他  2,978  84,217 △ 81,239

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債 合合合合 計計計計  981,171 981,171 981,171 981,171 49.849.849.849.8  989,566 989,566 989,566 989,566 52.052.052.052.0 △△△△ 8,3948,3948,3948,394 △ 0.8△ 0.8△ 0.8△ 0.8

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計  1,746,577 1,746,577 1,746,577 1,746,577 88.688.688.688.6  1,699,026 1,699,026 1,699,026 1,699,026 89.289.289.289.2  47,551 47,551 47,551 47,551 2.82.82.82.8

少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 持持持持 分分分分  12,390 12,390 12,390 12,390 0.60.60.60.6  11,060 11,060 11,060 11,060 0.60.60.60.6  1,329 1,329 1,329 1,329 12.012.012.012.0

ⅠⅠⅠⅠ 資資資資 本本本本 金金金金  86,787 86,787 86,787 86,787 4.44.44.44.4  86,773 86,773 86,773 86,773 4.54.54.54.5  13 13 13 13 0.00.00.00.0

ⅡⅡⅡⅡ 資資資資 本本本本 準準準準 備備備備 金金金金  96,821 96,821 96,821 96,821 4.94.94.94.9  96,821 96,821 96,821 96,821 5.15.15.15.1 －－－－                                                            －－－－                        

ⅢⅢⅢⅢ 連連連連 結結結結 剰剰剰剰 余余余余 金金金金  32,165 32,165 32,165 32,165 1.61.61.61.6  11,672 11,672 11,672 11,672 0.60.60.60.6  20,492 20,492 20,492 20,492 175.6175.6175.6175.6

 215,774 215,774 215,774 215,774 10.910.910.910.9  195,267 195,267 195,267 195,267 10.210.210.210.2  20,506 20,506 20,506 20,506 10.510.510.510.5

ⅣⅣⅣⅣ そそそそのののの他他他他有有有有価価価価証証証証券券券券評評評評価価価価差差差差額額額額金金金金 △△△△ 2,1582,1582,1582,158 △ 0.1△ 0.1△ 0.1△ 0.1  1,016 1,016 1,016 1,016 0.10.10.10.1 △△△△ 3,1753,1753,1753,175

ⅤⅤⅤⅤ 為為為為 替替替替 換換換換 算算算算 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定  182 182 182 182 0.00.00.00.0 △△△△ 2,8392,8392,8392,839 △ 0.1△ 0.1△ 0.1△ 0.1  3,021 3,021 3,021 3,021

ⅥⅥⅥⅥ 自自自自 己己己己 株株株株 式式式式 △△△△ 30303030 △ 0.0△ 0.0△ 0.0△ 0.0 △△△△ 1111 △ 0.0△ 0.0△ 0.0△ 0.0 △△△△ 28282828

資資資資 本本本本 合合合合 計計計計  213,767 213,767 213,767 213,767 10.810.810.810.8  193,442 193,442 193,442 193,442 10.210.210.210.2  20,324 20,324 20,324 20,324 10.510.510.510.5

負負負負 債債債債 、、、、 少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 持持持持 分分分分
及及及及 びびびび 資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

 1,972,735 1,972,735 1,972,735 1,972,735 100.0100.0100.0100.0  1,903,529 1,903,529 1,903,529 1,903,529 100.0100.0100.0100.0  69,205 69,205 69,205 69,205 3.63.63.63.6

増　減

金　　額

当連結会計年度
（14.3.31現在）

前連結会計年度
（13.3.31現在）

（少 数 株 主 持 分）（少 数 株 主 持 分）（少 数 株 主 持 分）（少 数 株 主 持 分）

（　資　本　の　部　）（　資　本　の　部　）（　資　本　の　部　）（　資　本　の　部　）

金　　額 金　　額

（　負　債　の　部　）（　負　債　の　部　）（　負　債　の　部　）（　負　債　の　部　）

期　別

科　目
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住友不動産株式会社　　（2002/3期）
　

　　（単位　百万円）

増　減

百分比 百分比 金　　額
％ 

Ⅰ 497,876 100.0 459,245 100.0 38,631 

Ⅱ 377,198 75.8 349,597 76.1 27,600 

120,678 24.2 109,648 23.9 11,030 

Ⅲ 40,308 8.1 34,429 7.5 5,878 

80,370 16.1 75,218 16.4 5,151 

Ⅳ

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 1,026 1,186 

そ の 他 1,203 2,229 0.5 2,738 3,925 0.8 △ 1,695 

Ⅴ

支払利息及びｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰ利息 28,700 35,395 

そ の 他 6,757 35,457 7.1 5,239 40,635 8.8 △ 5,177 

47,142 9.5 38,509 8.4 8,633 

Ⅵ

投 資 有 価 証 券 売 却 益 69  － 

関 係 会 社 清 算 分 配 益  － 128 

そ の 他 1 70 0.0  － 128 0.0 △ 57 

Ⅶ

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,750  － 

固 定 資 産 売 却 損 201 374 

固 定 資 産 除 却 損 477 501 

貸 付 債 権 売 却 ・ 整 理 損  － 50,111 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  － 14,828 

退職給付会計移行時差異償却  － 1,680 

そ の 他 450 4,879 1.0 227 67,723 14.7 △ 62,843 

税税税税金金金金等等等等調調調調整整整整前前前前当当当当期期期期純純純純利利利利益益益益((((△△△△損損損損失失失失)))) 42,333 8.5 △ 29,085 △ 6.3 71,419 

法 人 税、 住民 税及 び事 業税 4,608 5,097 

法 人 税 等 調 整 額 13,108 17,716 3.6 △ 18,221 △ 13,124 △ 2.8 30,840 

少 数 株 主 利 益 （ 減 算 ） 1,621 0.3 2,047 0.4 △ 425 

当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益 (((( △△△△ 損損損損 失失失失 )))) 22,996 4.6 △ 18,008 △ 3.9 41,004 

営 業 収 益

営 業 原 価

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

特 別 利 益

特 別 損 失

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益

連 結 損 益 計 算 書

金　　　額 金　　　額

当連結会計年度
（13.4.1 ～ 14.3.31)

前連結会計年度
（12.4.1 ～ 13.3.31)

科　　目

期　　別
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住友不動産株式会社　　（2002/3期）
　

連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位　百万円）

当連結会計年度
（13.4.1 ～ 14.3.31)

前連結会計年度
（12.4.1 ～ 13.3.31) 増　　減

金　額

ⅠⅠⅠⅠ 11,672 31,941 △ 20,269 

ⅡⅡⅡⅡ

連 結 子 会 社 減 少 に よ る
連 結 剰 余 金 増 加 高  －  － 195 195 △ 195 

ⅢⅢⅢⅢ

配 当 金 2,440 2,440 

　役 員 賞 与 17 15 

連 結 子 会 社 減 少 に よ る
連 結 剰 余 金 減 少 高 45 2,503  － 2,455 47 

ⅣⅣⅣⅣ 22,996 △ 18,008 41,004 

ⅤⅤⅤⅤ 32,165 11,672 20,492 

金　　　額 金　　　額

連連連連 結結結結 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 期期期期 首首首首 残残残残 高高高高

連連連連 結結結結 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 増増増増 加加加加 高高高高

連連連連 結結結結 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 期期期期 末末末末 残残残残 高高高高

連連連連 結結結結 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 減減減減 少少少少 高高高高

当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益 又又又又 はははは 損損損損 失失失失 （（（（ △△△△ ））））

科　　目

期　　別
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住友不動産株式会社　　（2002/3期）
　

連結キャッシュ･フロー計算書
（単位　百万円）

期　別　　 増　減

科 目 (13.4.1～14.3.31) (12.4.1～13.3.31)
金　　　額 金　　　額 金　　　額

ⅠⅠⅠⅠ 営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税金等調整前当期純利益又は損失（△） 42,333 △ 29,085 71,419
2. 減価償却費 10,731 10,376 354
3. 連結調整勘定償却額 - △ 10 10
4. 貸倒引当金の減少額（△） △ 11,292 △ 36,258 24,966
5. 退職給付引当金の増加額 - 1,818 △ 1,818
6. 会員権評価損 - 16 △ 16
7. 投資有価証券評価損 3,750 - 3,750
8. 固定資産除却損 477 255 222
9. 固定資産売却損 201 374 △ 173

10. 受取利息及び受取配当金 △ 1,026 △ 1,186 160
11. 支払利息及びｺﾏｰｼｬﾙ・ﾍﾟｰﾊﾟｰ利息 28,700 35,395 △ 6,694
12. 販売用不動産エクイティの増加額 △ 9,112 - △ 9,112
13. 売上債権の増加額（△）又は減少額 △ 858 272 △ 1,131
14. たな卸資産の増加額 △ 7,362 △ 21,194 13,831
15. 営業貸付金及び長期営業貸付金の減少額 12,565 96,301 △ 83,736
16. 仕入債務の増加額又は減少額（△） 7,588 △ 12,340 19,929
17. 前受金の増加額 2,823 7,384 △ 4,560
18. その他 △ 1,382 △ 7,302 5,920

小　計 78,137 44,815 33,322

19. 利息及び配当金の受取額 857 1,328 △ 470
20. 利息の支払額 △ 29,894 △ 37,202 7,307
21. 法人税等の支払額 △ 4,973 △ 5,685 712

営業活動によるキャッシュ･フロー 44,127 3,255 40,871
ⅡⅡⅡⅡ 投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー

1. 短期貸付金の純増減 - 178 △ 178
2. 有形固定資産の取得による支出 △ 56,240 △ 55,014 △ 1,225
3. 有形固定資産の売却による収入 4,263 79,582 △ 75,318
4. 投資有価証券の取得による支出 △ 22,133 △ 18,428 △ 3,704
5. 投資有価証券の売却による収入 924 2,659 △ 1,734
6. 出資金による支出 △ 12,370 △ 12,405 35
7. 出資金回収による収入 24 134 △ 109
8. 差入保証金・敷金による支出 △ 4,882 △ 7,701 2,818
9. 差入保証金・敷金の流動化・返還による収入 13,390 58,598 △ 45,207

10. 預り保証金・敷金返還による支出 △ 13,198 △ 8,800 △ 4,397
11. 預り保証金・敷金による収入 11,406 17,192 △ 5,785
12. 共同投資事業出資預託金の受入による収入 97,392 55,397 41,994
13. 共同投資事業出資預託金の返還による支出 △ 5,245 △ 95 △ 5,150
14. その他 △ 1,123 295 △ 1,418

投資活動によるキャッシュ･フロー 12,207 111,591 △ 99,383
ⅢⅢⅢⅢ 財務活動によるキャッシュ･フロー財務活動によるキャッシュ･フロー財務活動によるキャッシュ･フロー財務活動によるキャッシュ･フロー

1. 短期借入金の純増減 42,812 △ 120,295 163,107
2. ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰの純増減 △ 49,100 87,199 △ 136,299
3. 社債の発行による収入 61,258 70,000 △ 8,742
4. 社債の償還による支出 △ 145,684 △ 133,690 △ 11,994
5. 長期借入金による収入 136,896 154,500 △ 17,604
6. 長期借入金の返済による支出 △ 136,042 △ 149,623 13,580
7. 自己株式の売買による支出（△） △ 28 △0 △ 27

8. 配当金の支払額 △ 2,439 △ 2,436 △ 3
9. 少数株主への配当金支払額 △ 210 △ 206 △ 3

10. 契約済未引渡住宅分譲代金受領権の売却による収入 15,938 29,149 △ 13,211
11. その他 14,058 2,550 11,508

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 62,542 △ 62,853 310
ⅣⅣⅣⅣ 現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額 1,395 151 1,243

ⅤⅤⅤⅤ 現金及び現金同等物増加額又は減少額現金及び現金同等物増加額又は減少額現金及び現金同等物増加額又は減少額現金及び現金同等物増加額又は減少額 △ 4,811 52,145 △ 56,957

ⅥⅥⅥⅥ 現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高 92,379 40,235 52,143

ⅦⅦⅦⅦ 子会社の新規連結による現金及び現金同等物増加額子会社の新規連結による現金及び現金同等物増加額子会社の新規連結による現金及び現金同等物増加額子会社の新規連結による現金及び現金同等物増加額 - 0 0

ⅧⅧⅧⅧ 子会社の連結除外による現金及び現金同等物減少額子会社の連結除外による現金及び現金同等物減少額子会社の連結除外による現金及び現金同等物減少額子会社の連結除外による現金及び現金同等物減少額 △0 △ 2 2

ⅨⅨⅨⅨ現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高 87,567 92,379 △ 4,811

前連結会計年度当連結会計年度

－14－
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連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

1. 連結の範囲および持分法の適用に関する事項
(1) 連結子会社の数および主要な会社名

連結子会社　　２９社

（主要な会社名）住友不動産販売㈱、住友不動産ホーム㈱、住友不動産シスコン㈱、住

友不動産建物サービス㈱、住友不動産ファイナンス㈱、㈱ユニバーサルホーム、新都心

リアルエステート㈱

(2) 連結範囲の異動

連結（新規）　　３社

ウエル横浜㈱、ステップ不動産販売㈱、ステップ・ローン・パートナーズ㈱

（新規設立による）

連結（除外）　　１社

　住友不動産ニューヨーク（会社清算による）

2. 連結子会社の決算日等に関する事項
連結決算日（３月３１日）と決算日が異なる連結子会社は次のとおりであります。

在外子会社（香港住友置業有限公司を除く）　　　（決算日：　１２月３１日）

泉不動産㈱および㈲クベーレ　　　　　　　　　　（決算日：　　２月２８日）

連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日との差が３ヶ月以内であるため、当該子会

社の決算日時点の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っております。

なお、他の連結子会社の決算日はいずれも連結決算日と一致しております。

3. 会計処理基準に関する事項
　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　　①満期保有目的債券

　　　　　償却原価法（定額法）によっております。

　　　②子会社株式及び関連会社株式

　　　　　移動平均法による原価法によっております。

　　　③その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。）によっております。

　　　　　時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

なお、販売用不動産エクイティは、個別法に基づく原価法によっております。

　　　　　

　(2)デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　 時価法によっております。
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　(3)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　 主として個別法に基づく原価法によっております。

　(4)固定資産の減価償却または償却の方法

　　　①有形固定資産

当社および国内連結子会社は、建物（その付属設備を除く。）は定額法、その他は定率

法を採用しております。

一部国内連結子会社は平成 10 年 4 月 1 日以後取得建物に限り定額法、その他は定率法

を採用しております。また、在外連結子会社は当該国の会計基準に基づき、主として

定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額は、法人税法の規定と同一の方法に基づいております。

　　　②無形固定資産

ソフトウェア

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）

による定額法を採用しております。

　　　③投資その他の資産

長期前払費用については、均等償却によっております。

なお、償却期間については、法人税法の規定と同一の方法に基づいております。

　(5)引当金の計上基準

　　　①貸倒引当金

連結会社相互間債権債務消去後の営業未収入金等の回収事故に対処して、一般債権に

ついては原則として貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に対処して、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負

担額を計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括費用処理する方法によっておりま

す。

④役員退職慰労引当金

国内連結子会社２社は、役員の退任に伴う退職慰労金の支払に対処して内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

　　　　

　(6)リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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　(7)ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理を、特例処理の

要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段　　　　　　　　　　　ヘッジ対象

　　為替予約　　　　　　　　　　　　外貨建金銭債務および外貨建予定取引

　　金利スワップ　　　　　　　　　　借入金、社債および預り金

③ヘッジ方針

社内規程等に基づき為替および金利リスクをヘッジすることとしております。

④ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変

動額等の比率を基礎にして判断しております。ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略しております。また、為替予約についてはヘ

ッジ対象の金銭債務および予定取引と条件が同一であるため、有効性の評価を省略し

ております。

　　　　

　(8)その他財務諸表作成のための重要な事項

　　 ○消費税等の会計処理について

消費税および地方消費税の会計処理は税抜処理によっており、資産にかかる控除対象外消

費税等は長期前払費用に計上し、５年間で均等償却を行っております。

4. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（会計処理の変更）

　特定目的会社等を利用した不動産事業に係る収益および費用は、従来、営業外収益および営業

外費用に計上しておりましたが、当連結会計年度より営業収益として計上する方法に変更いたし

ました。

　この変更は平成 13 年 6 月 28 日開催の定時株主総会において定款の一部変更が決議され、新た

な事業目的として「特定目的会社、特別目的会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則に定める会社）および不動産投資信託に対する出資ならびに出資持分の売買、仲介および

管理」が追加されたことに伴ない、今後同取引は営業取引として積極的に行われることになった

ため、営業収益に計上することとしたものであります。

　この変更の結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、営業収益、売上総利益および営業

利益は 3,426 百万円増加いたしましたが、経常利益に与える影響はありません。

　なお、セグメント情報に与える影響については、（セグメント情報）に記載しております。
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（注記事項）

1. 連結貸借対照表関係
当連結会計年度 前連結会計年度

（1）担保提供資産 1,412 百万円 1,467 百万円

（2）保証債務 6,965 百万円 8,296 百万円
　　 保証予約債務 9 百万円 1,780 百万円

（3）非連結子会社および関連会社の株式等 5,805 百万円 5,799 百万円

（4）販売用不動産エクイティ
特定目的会社等を活用して不動産開発事業を行っている物件のうち、開発完了後、

当該開発物件を直接または間接に販売することを予定している物件に係わるエクイ

ティ(優先出資証券や匿名組合出資金等)であります。なお、当連結会計年度のその内

訳は全て特定目的会社への優先出資証券（その他有価証券）であります。

前連結会計年度において投資有価証券に含まれていた優先出資証券 12,803 百万円
につきましては、当連結会計年度において販売用不動産エクイティに振替えており

ます。

2. 連結キャッシュ・フロー計算書関係
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当連結会計年度 前連結会計年度
現金・預金勘定 87,472 百万円 91,986 百万円
預託期間３ヶ月超の定期預金 △9 百万円 △8 百万円
ＭＭＦ（有価証券） 104 百万円 401 百万円
現金及び現金同等物 87,567 百万円 92,379 百万円



住友不動産株式会社　　（2002/3期）
　

セ グ メ ン ト 情 報

[ 1]　事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）
（単位　百万円）

不動産
賃貸

不動産
販売

完成工事
不動産
流通

その他 計
消去又は

全社
連結

Ⅰ 営業収益及び営業損益

営　業　収　益

(1) 外部顧客に対する営業収益 176,243 170,428 108,336 35,966 6,902 497,876 - 497,876

(2)
セグメント間の
内部営業収益又は振替高

1,790 - 6,993 218 3,494 12,495 (12,495) - 

計 178,033 170,428 115,329 36,184 10,396 510,371 (12,495) 497,876

営　業　費　用 128,808 146,039 110,557 28,230 10,383 424,020 (6,513) 417,506

営　業　利　益 49,224 24,388 4,772 7,953 12 86,351 (5,981) 80,370

Ⅱ
資産、減価償却費
及び資本的支出

資　　産 1,506,120 193,374 20,299 21,043 110,411 1,851,248 121,486 1,972,735

減価償却費 9,942 99 175 212 70 10,499 231 10,731

資本的支出 63,839 414 210 273 71 64,809 654 65,463

前連結会計年度（平成12年4月1日から平成13年3月31日まで）

（単位　百万円）

不動産
賃貸

不動産
販売

完成工事
不動産
流通

その他 計
消去又は

全社
連結

Ⅰ 営業収益及び営業損益

営　業　収　益

(1) 外部顧客に対する営業収益 163,046 149,195 104,548 34,702 7,751 459,245 - 459,245

(2)
セグメント間の
内部営業収益又は振替高

1,528 - 9,000 179 6,461 17,168 (17,168) - 

計 164,574 149,195 113,548 34,881 14,212 476,413 (17,168) 459,245

営　業　費　用 118,137 129,501 109,532 26,160 8,865 392,197 (8,170) 384,026

営　業　利　益 46,437 19,694 4,016 8,721 5,347 84,216 (8,997) 75,218

Ⅱ
資産、減価償却費
及び資本的支出

資　　産 1,415,769 152,263 25,265 27,200 115,332 1,735,831 167,698 1,903,529

減価償却費 9,707 50 187 178 84 10,208 168 10,376

資本的支出 45,721 514 333 732 125 47,427 453 47,881

-19-
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（注）

１． 事業区分の方法

企業集団の事業内容を勘案して区分しております。

２． 各事業区分の主な内容は次のとおりです。

不動産賃貸　：オフィスビル、マンション等の賃貸・管理

不動産販売　：中高層住宅、戸建住宅および宅地の分譲

完成工事　　：戸建住宅、中高層住宅およびオフィスビル等の建築および改修工事

不動産流通　：不動産の仲介および販売代理受託

その他　　　：レストラン事業、ファイナンス事業、フィットネス事業など

３． 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費

用の金額は 5,091 百万円で、主として連結財務諸表提出会社での一般管理部門に係る費
用です。

４． （会計処理の変更）に記載のとおり、当連結会計年度より連結財務諸表提出会社の特定

目的会社等を利用した不動産事業に係る収益および費用の計上方法を変更し、また、（注

記事項）「連結貸借対照表関係」に記載のとおり、当連結会計年度において販売用不動産

エクイティへの振替えをしております。これらの変更に伴い、前連結会計年度と同一の

方法によった場合に比べ、「不動産賃貸」において営業収益および営業利益がそれぞれ

3,426 百万円多く、資産が 44,221 百万円多く計上され、「不動産販売」において資産が
22,101百万円多く計上され、「消去又は全社」において資産が 66,323百万円少なく計上
されております。

[2]　所在地別セグメント情報

　当連結会計年度においては、全セグメントの営業収益合計に占める本邦の営業収益の割

合が 90％を超えているため、記載を省略しております。

[3]　海外営業収益

　当連結会計年度においては、本邦営業収益が連結営業収益の 90％を超えているため、記
載を省略しております。
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生産、受注及び販売の状況              

1. 生産の状況

該当事項はありません。

2. 受注の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント名 当連結会計年度

（13.4.1～14.3.31）

前連結会計年度

（12.4.1～13.3.31）

完　成　工　事 112,172 109,704

（注）上記金額は消費税等を含んでおりません。

なお、事業の性格上、完成工事事業セグメント以外で受注の実績を把握することは困難であ

ります。

3. 販売の状況

不動産販売事業セグメント

当連結会計年度

（13.4.1～14.3.31）

前連結会計年度

（12.4.1～13.3.31）

区　分

販売金額 販売戸数

（区画数）

販売金額 販売戸数

（区画数）

住宅分譲

（ﾏﾝｼｮﾝ･建売）

百万円

164,935

戸･件

4,013

百万円

140,946

戸･件

3,526

宅地分譲 5,246 133 8,142 100

その他 246 － 107 －

合　計 170,428 4,146 149,195 3,626

（注）上記金額は消費税等を含んでおりません。

なお、事業の性格上、不動産販売事業セグメント以外で販売の実績を把握することは困難で

あります。
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リ　　ー　　ス　　取　　引リ　　ー　　ス　　取　　引リ　　ー　　ス　　取　　引リ　　ー　　ス　　取　　引

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも  １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 の以外のファイナンス・リース取引

（1）借手側 （1）借手側
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額 当額及び期末残高相当額

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高
相 当 額 累 計 額 相 当 額 相 当 額 累 計 額 相 当 額

相 当 額 相 当 額
百万円　 百万円　 百万円　 百万円　 百万円　 百万円　

建　　　　物 ９,８６５ １,４０６ ８,４５８ 建　　　　物 ３,３７６ ９７６ ２,４００ 
工具器具･備品 ８４７ ３６１ ４８５ 工具器具･備品 ７３９ ３４３ ３９５ 
そ　 の　 他 ５９３ ２５０ ３４２ そ　 の　 他 ３２５ １３９ １８６ 
合　　　　計 １１,３０６ ２,０１９ ９,２８６ 合　　　　計 ４,４４２ １,４６０ ２,９８２ 

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残
高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低
いため、支払利子込み法により算定しております。

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額
１年内 １,６９８ 百万円 １年内 ７０８ 百万円
1年超 ７,５８８ 百万円 1年超 ２,２７３ 百万円
合　計 ９,２８６ 百万円 合　計 ２,９８２ 百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固
定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末
残高の割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額
１,０１１ 百万円　 ８２４ 百万円　
１,０１１ 百万円　 ８２４ 百万円　

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零または リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
残価保証額とする定額法によっております。 額法によっております。

 ２．オペレーティング・リース取引  ２．オペレーティング・リース取引
（1）借手側 （1）借手側

未経過リース料 未経過リース料
１年内 ４,９１０ 百万円 １年内 ４,９００ 百万円
１年超 ５４,９６４ 百万円 １年超 ５９,８２１ 百万円
合　計 ５９,８７４ 百万円 合　計 ６４,７２２ 百万円

（2）貸手側 （2）貸手側
未経過リース料 未経過リース料
１年内 ８９ 百万円 １年内 ９７ 百万円
１年超 ９２２ 百万円 １年超 １,０１９ 百万円
合　計 １,０１１ 百万円 合　計 １,１１６ 百万円

３．転貸リース取引 ３．転貸リース取引
（1）借手側 （1）借手側

未経過リース料 未経過リース料
１年内 ７ 百万円 １年内 １１ 百万円
１年超 ０ 百万円 １年超 ８ 百万円
合　計 ８ 百万円 合　計 ２０ 百万円

（2）貸手側 （2）貸手側
未経過リース料 未経過リース料
１年内 ４８ 百万円 １年内 ５１ 百万円
１年超 ４２ 百万円 １年超 ９１ 百万円
合　計 ９１ 百万円 合　計 １４２ 百万円

支 払 リ ー ス 料
減 価 償 却 費 相 当 額

同　　　　　　　　左

同　　　　　　　　左

支 払 リ ー ス 料
減 価 償 却 費 相 当 額

前 連 結 会 計 年 度当 連 結 会 計 年 度
（自 平成12年4月1日 　至 平成13年3月31日）（自 平成13年4月1日 　至 平成14年3月31日）

－22－
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有 価 証 券 
当連結会計年度末（平成 14 年３月３１日現在） 

1. 満期保有の債券で時価のあるもの                             （単位：百万円） 

区   分 
連結貸借対照表 

計  上  額 
時   価 差   額 

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの 

  ①国債・地方債等 

 

1,169 

 

1,188 

 

19 

時価が連結貸借対照表計上額を 

超えないもの 

  ①国債・地方債等 

 

9 

 

9 

 

△0 

合   計 1,179 1,198 19 

2. その他有価証券で時価のあるもの                             （単位：百万円） 

区   分 取得原価 
連結貸借対照表 

計  上  額 
差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
   

①株 式 11,287 14,256 2,969 

②その他 0 0 0 

（小 計） 11,288 14,257 2,969 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
   

①株 式 31,894 25,658 △6,235 

②その他 1,328 1,247 △81 

（小 計） 33,223 26,906 △6,317 

合   計 44,511 41,163 △3,347 

3. 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

  （1）その他有価証券                      （単位：百万円） 

内  容 連結貸借対照表計上額 

① MMF 104 

② 非上場株式 6,773 

③ 優先出資証券等 ※ 23,032 

合   計 29,910 

   （注）※のうち 21,915 百万円については、連結貸借対照表上「販売用不動産エクイティ」に

計上されております。 

4. その他の有価証券のうち満期のあるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後にお

ける償還予定額                                      （単位：百万円） 

区   分 1 年以内 1 年超 5年以内 5年超10年以内 10 年超 

①債 券 

国債・地方債等 
202 976 600 － 

②その他 － 736 － － 

合   計 202 1,712 600 － 

 

売買目的の有価証券、および当連結会計年度中の保有目的の変更はありません。また、当連

結会計年度中に売却したその他有価証券については、売却損益の合計額が僅少であるため、

記載を省略しております。 
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前連結会計年度末（平成 13 年３月３１日現在） 

1. 満期保有の債券で時価のあるもの                             （単位：百万円） 

区   分 
連結貸借対照表 
計  上  額 

時   価 差   額 

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの 

  ①国債・地方債等 

 

1,232 

 

1,261 

 

29 

時価が連結貸借対照表計上額を 

超えないもの 
  ①国債・地方債等 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

合   計 1,232 1,261 29 

2. その他有価証券で時価のあるもの                             （単位：百万円） 

区   分 取得原価 
連結貸借対照表 

計  上  額 
差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
   

①株 式 11,309 16,187 4,878 

②その他 － － － 

（小 計） 11,309 16,187 4,878 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
   

①株 式 14,620 12,034 △2,585 

②その他 1,718 1,314 △404 

（小 計） 16,339 13,348 △2,990 

合   計 27,648 29,536 1,888 

3. 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

（1）その他有価証券                      （単位：百万円） 

内  容 連結貸借対照表計上額 

④ MMF 401 

⑤ 非上場株式 7,204 

⑥ 優先出資証券等 12,903 

合  計 20,508 

4. その他の有価証券のうち満期のあるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後にお

ける償還予定額                                     （単位：百万円） 

区   分 1 年以内 1 年超 5年以内 5年超10年以内 10 年超 

①債 券 

国債・地方債等 
168 1,063 － － 

②その他 － 1,067 9 － 

合   計 168 2,131 9 － 

 
売買目的の有価証券、および当連結会計年度中の保有目的の変更はありません。また、当連

結会計年度中に売却したその他有価証券については、売却損益の合計額が僅少であるため、

記載を省略しております。 
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デ リ バ テ ィ ブ 取 引 
 
1. 取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度末（平成 14年 3月 31日現在） 
当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項

はありません。 
前連結会計年度末（平成 13年 3月 31日現在） 
当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項

はありません。 
 

関 連 当 事 者 と の 取 引 
 
1. 役員および個人主要株主等                       （単位：百万円） 

関係内容 

属性 氏名 住所 資本金 
事業の

内容又

は職業 

議決権

等の被

所有割
合 

役員の

兼任等 

事業上

の関係 

取引の

内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

役員 
鈴木 
省三 

 

 
当社 
取締役 

0.00％ 

  

住宅の
分譲 

34 － － 

（注1） 取引金額は消費税等を含んでおりません。 
（注2） 住宅の分譲価格は、市場価格を勘案して決定しております。 

 

 
税 効 果 会 計 
（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
（繰延税金資産）  
税務上の繰越欠損金      24,398百万円 
販売用不動産評価損 6,612 
未実現利益の消去 3,937 
その他有価証券評価差額金 1,468 
その他 4,907 
繰延税金資産小計      41,322百万円 
評価性引当額 △15,583 
繰延税金資産合計      25,738百万円 
  

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等との差異原因の主な項目別内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の百分

の五以下であるため、記載を省略しております。 
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退 職 給 付 
 
1. 採用している退職給付制度の概要 

 
当社及び連結子会社 1 社は適格年金制度を採用し、その他の子会社（退職金制度のない
ものを除く）は退職一時金を給付（一部子会社は適格年金制度との併用）している。 

 
2. 退職給付債務に関する事項 
 当連結会計年度 

平成14年 3月31日現在 

（百万円） 

前連結会計年度 
平成13年 3月31日現在

（百万円） 

イ．退職給付債務 △6,275  △5,623  
ロ．年金資産 2,101  2,091  
ハ．未積立退職給付債務（イ+ロ） △4,174  △3,531  
ニ．未認識数理計算上の差異 430  144  

ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ+ニ） △3,743  △3,387  
ヘ．退職給付引当金（ホ） △3,743  △3,387  

(注) 一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 
 

3. 退職給付費用に関する事項 
 当連結会計年度 

自平成 13 年 3 月 31 日 

至平成 14 年 3 月 31 日 

（百万円） 

前連結会計年度 
自平成 12 年 3 月 31 日 

至平成 13 年 3 月 31 日

（百万円） 
イ．勤務費用（注 2） 444  398  
ロ．利息費用 154  146  
ハ．期待運用収益 △61  △56  
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 －  1,680  
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 144  －  
ヘ．退職給付費用（イ+ロ+ハ+ニ+ホ） 681  2,169  

   
当連結会計年度 

平成 14 年 3 月 31 日 

前連結会計年度 

平成 13 年 3 月 31 日 
 
(注 1) 上記退職給付費用以外に、臨時に割増退
職金 101百万円を支払っている。 

(注 2) 簡便法を採用している連結子会社の退職
給付費用は「イ．勤務費用」に計上して
いる。 

 

 
  上記退職給付費用以外に、臨時に割増退職金

58百万円を支払っている。 
            同         左 

 

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 当連結会計年度 

自平成 13 年 3 月 31 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 

前連結会計年度 

自平成 12 年 3 月 31 日 
至平成 13 年 3 月 31 日 

     
イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  同  左   
ロ．割引率 2.5％  

（一部子会社は

2.0％） 

 3.0％  
（一部子会社は

2.5％） 

 

ハ．期待運用収益率 2.5％   3.0％   
ニ．数理計算上の差異の処理年数 1 年  

（発生翌年度に 

一括費用処理） 

 同  左  
  
 

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理  同  左   


